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 倒産件数は 642 件、2 カ月連続の前年同月比減少 

 負債総額は 1143 億 6800 万円、4 カ月連続の前年同月比減少 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全国企業倒産集計 
 
2016 年 4 月報 
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（億円）（件）
件数・負債総額の推移

件数（左軸）

負債総額（右軸）

倒 産 件 数 負 債 総 額

 642件  1143億6800万円 

前年同月比 件数 　   ▲12.1％ 負債 　   ▲40.4％

（前年同月　　730件） （前年同月　　1918億9100万円）

前  月  比 件数 　   ▲13.1％ 負債 　   ▲27.1％

（前　　月　　　739件） （前　　月　　　1567億9300万円）

2016 年 5 月 12 日

（株）帝国データバンク 顧客サービス統括部

産業調査グループ 情報企画課

電話：03-5775-3073

集計期間：2016 年 4 月 1 日～4 月 30 日

集計対象：負債 1000 万円以上の法的整理
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主要ポイント 

□ 倒産件数は 642 件で、前年同月比では 12.1％の減少となり、2 カ月連続で前年同月を下回っ

た。4 月としては 2000 年以降 3 番目の低水準にとどまっている。負債総額は 1143 億 6800 万

円となり、前年同月比では 40.4％の大幅減少、4 カ月連続で前年同月を下回った 

□ 業種別に見ると、7 業種中 5 業種で前年同月を下回り、なかでも製造業（81 件、前年同月比

26.4％減）と卸売業（94 件、同 21.7％減）は前年同月比で 20％以上の大幅減少。一方、サ

ービス業（153 件、同 3.4％増）、不動産業（29 件、同 3.6％増）の 2 業種は前年同月比増 

□ 主因別の内訳を見ると、「不況型倒産」の合計は 531 件（前年同月比 13.9％減）となった 

□ 規模別に見ると、負債 5000 万円未満の倒産は 368 件（前年同月比 10.0％減）、構成比は 57.3％

となり、小規模倒産が半数以上を占めた。資本金別では、個人経営と資本金 1000 万円未満

の倒産合計が 378 件で構成比 58.9％を占めた 

□ 地域別に見ると、9地域中8地域で前年同月を下回り、なかでも中国（13件、前年同月比56.7％

減）、北陸（22 件、同 31.3％減）の 2 地域は前年同月比 30％以上の大幅減少となった。ま

た、中国、四国を除く 7 地域で、2 カ月連続の前年同月比減少となった 

□ 上場企業の倒産は発生しなかった 

□ 負債トップは、日本ロジテック協同組合（東京都、破産）の 162 億 8200 万円で、2016 年に

入って最大の倒産となった。以下、㈱ケイディ（埼玉県、特別清算）の 55 億円、㈱エス・

エス・エル（兵庫県、特別清算）の 34 億円と続く 

倒産件数と負債総額の推移

月

別 件数
負債総額
（百万円）

件数
負債総額
（百万円）

件数
負債総額
（百万円）

件数
負債総額
（百万円）

件数
負債総額
（百万円）

1 951 398,379 854 229,476 809 301,696 708 160,100 678 133,047

2 976 628,980 858 166,250 765 116,543 627 165,283 656 155,168

3 1,040 358,167 836 144,623 744 111,960 847 224,047 739 156,793

4 884 181,062 906 677,973 858 142,956 730 191,891 642 114,368

5 1,013 254,089 950 154,440 733 179,083 709 119,191

6 896 177,620 906 390,365 847 211,642 779 114,694

7 943 715,212 952 179,617 844 115,238 765 124,157

8 851 202,077 789 163,570 683 137,674 625 96,485

9 852 177,605 817 189,508 785 127,879 609 202,169

10 961 231,674 918 152,409 794 133,860 735 94,328

11 938 249,504 820 133,517 671 110,023 689 132,870

12 824 199,925 726 175,795 647 179,246 694 385,593

合計 11,129 3,774,294 10,332 2,757,543 9,180 1,867,800 8,517 2,010,808 2,715 559,376

2015年
（平成27年）

2016年
（平成28年）

2014年
（平成26年）

2013年
（平成25年）

2012年
（平成24年）
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□ ポイント  倒産件数は 642 件、2 カ月連続の前年同月比減少 

倒産件数は 642 件で、前月比では 13.1％、前年同月比でも 12.1％の減少となり、2 カ月連続

で前年同月を下回った。4 月としては 2000 年以降 3 番目の低水準にとどまっている。負債総

額は 1143 億 6800 万円となり、前月比 27.1％の減少、前年同月比では 40.4％の大幅減少とな

り、4 カ月連続で前年同月比減少となった。 

□ 要因・背景  

件数…業種別では 7 業種中 5 業種で、地域別では四国を除く 8 地域で前年同月比減少 

負債総額…負債 5000 万円未満の倒産が 57.3％と、小規模倒産が多数を占める傾向が続いた 

件数・負債総額 
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（％） 倒産件数の前年同月比推移

前月比

(％)

前年同月比

(％)

前月比

（％）

前年同月比

（％）

2015年4月 730 ▲ 13.8 ▲ 14.9 191,891 ▲ 14.4 34.2

5月 709 ▲ 2.9 ▲ 3.3 119,191 ▲ 37.9 ▲ 33.4

6月 779 9.9 ▲ 8.0 114,694 ▲ 3.8 ▲ 45.8

7月 765 ▲ 1.8 ▲ 9.4 124,157 8.3 7.7

8月 625 ▲ 18.3 ▲ 8.5 96,485 ▲ 22.3 ▲ 29.9

9月 609 ▲ 2.6 ▲ 22.4 202,169 109.5 58.1

10月 735 20.7 ▲ 7.4 94,328 ▲ 53.3 ▲ 29.5

11月 689 ▲ 6.3 2.7 132,870 40.9 20.8

12月 694 0.7 7.3 385,593 190.2 115.1

2016年1月 678 ▲ 2.3 ▲ 4.2 133,047 ▲ 65.5 ▲ 16.9

2月 656 ▲ 3.2 4.6 155,168 16.6 ▲ 6.1

3月 739 12.7 ▲ 12.8 156,793 1.0 ▲ 30.0

4月 642 ▲ 13 .1 ▲ 12 .1 114 ,368 ▲ 27 .1 ▲ 40 .4

負債総額
（百万円）

件数

負債額別件数
15年

4月
5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

16年

1月
2月 3月 4月

 10億円以上50億円未満 21 16 17 21 13 14 16 13 22 19 32 18 14

 50億円以上100億円未満 3 3 2 2 1 0 0 4 2 3 3 2 2

 100億円以上1000億円未満 1 1 1 0 1 1 0 1 0 2 1 2 1

 1000億円以上 0 0 0 0 0 1 0 0 2 0 0 0 0

 合計 25 20 20 23 15 16 16 18 26 24 36 22 17
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業種別 

□ ポイント  製造業、卸売業など 7 業種中 5 業種で前年同月比減少 

業種別に見ると、7 業種中 5 業種で前年同月を下回り、なかでも製造業（81 件、前年同月比

26.4％減）と卸売業（94 件、同 21.7％減）は前年同月比で 20％以上の大幅減少。一方、サー

ビス業（153 件、同 3.4％増）、不動産業（29 件、同 3.6％増）の 2 業種は前年同月比で増加。

□ 要因・背景 

① 底堅い食料品需要やインバウンド効果が食品分野に波及し、食料品・飼料・飲料製造業（13

件、前年同月 25 件）や飲食料品小売業（22 件、同 41 件）が前年同月比で減少した 

② 2015 年度第 4 四半期における公共工事の発注が前年同期を上回ったことや、新設住宅着

工戸数の増加などを背景に、建設業は 2 カ月連続で前年同月比減少 
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建設業

製造業

卸売業

小売業

運輸・通信業

サービス業

不動産業

その他

全体の

前年同月比

業種別件数 （件） （％）

15年4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 16年1月 2月 3月 4月 前月比 前年同月比

 建設業 122 137 152 155 134 103 148 141 129 127 138 144 110 ▲ 23.6 ▲ 9.8

 製造業 110 90 130 103 93 85 94 93 90 89 82 88 81 ▲ 8.0 ▲ 26.4

 卸売業 120 114 122 118 87 88 116 111 120 127 86 135 94 ▲ 30.4 ▲ 21.7

 小売業 164 165 158 151 130 138 159 135 139 138 149 155 136 ▲ 12.3 ▲ 17.1

 運輸・通信業 27 26 23 32 21 32 31 31 18 14 26 26 22 ▲ 15.4 ▲ 18.5

 サービス業 148 134 164 163 131 134 149 134 149 147 138 159 153 ▲ 3.8 3.4

 不動産業 28 26 18 25 15 16 23 25 30 25 20 20 29 45.0 3.6

 その他 11 17 12 18 14 13 15 19 19 11 17 12 17 41.7 54.5

 合計 730 709 779 765 625 609 735 689 694 678 656 739 642 ▲ 13.1 ▲ 12.1

業種別構成比 （％） （ポイント）

15年4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 16年1月 2月 3月 4月 前月比 前年同月比

 建設業 16.7 19.3 19.5 20.3 21.4 16.9 20.1 20.5 18.6 18.7 21.0 19.5 17.1 ▲ 2.4 0.4

 製造業 15.1 12.7 16.7 13.5 14.9 14.0 12.8 13.5 13.0 13.1 12.5 11.9 12.6 0.7 ▲ 2.5

 卸売業 16.4 16.1 15.7 15.4 13.9 14.4 15.8 16.1 17.3 18.7 13.1 18.3 14.6 ▲ 3.7 ▲ 1.8

 小売業 22.5 23.3 20.3 19.7 20.8 22.7 21.6 19.6 20.0 20.4 22.7 21.0 21.2 0.2 ▲ 1.3

 運輸・通信業 3.7 3.7 3.0 4.2 3.4 5.3 4.2 4.5 2.6 2.1 4.0 3.5 3.4 ▲ 0.1 ▲ 0.3

 サービス業 20.3 18.9 21.1 21.3 21.0 22.0 20.3 19.4 21.5 21.7 21.0 21.5 23.8 2.3 3.5

 不動産業 3.8 3.7 2.3 3.3 2.4 2.6 3.1 3.6 4.3 3.7 3.0 2.7 4.5 1.8 0.7

 その他 1.5 2.4 1.5 2.4 2.2 2.1 2.0 2.8 2.7 1.6 2.6 1.6 2.6 1.0 1.1

 合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 － -
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繊維工業、繊維製品製造業

主因別  

□ ポイント   「不況型倒産」は 531 件、2 カ月連続で前年同月を下回る 

主因別の内訳を見ると、「不況型倒産」の合計は 531 件（前年同月比 13.9％減）となり、2 カ

月連続で前年同月を下回った。販売不振（511 件、前年同月 603 件）が前年同月比 15.3％の減

少となった一方、売掛金回収難（9 件、同 3 件）は大幅増加となった。 

倒産主因のうち、販売不振、輸出不振、売掛金回収難、不良債権の累積、 

業界不振を「不況型倒産」として集計 

□ 要因・背景 

①「チャイナリスク関連倒産」は 6 件判明、前年同月と同水準となった 

②「円安関連倒産」は 12 件（前年同月比 65.7％減）判明、8 カ月連続の前年同月比減少 

③「返済猶予後倒産」は 33 件（前年同月比 13.8％増）判明、3 カ月連続の前年同月比増加 

主因別件数 （件） （％）

15年4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 16年1月 2月 3月 4月 前月比 前年同月比

 販売不振 603 581 626 631 527 510 609 571 542 542 534 591 511 ▲ 13.5 ▲ 15.3

 輸出不振 1 0 1 0 0 0 1 2 1 0 3 1 1 0.0 0.0

 売掛金回収難 3 5 7 6 5 8 7 7 6 3 6 4 9 125.0 200.0

 不良債権の累積 4 3 2 2 2 2 2 3 0 1 1 6 4 ▲ 33.3 0.0

 業界不振 6 6 8 7 6 0 14 7 8 7 9 13 6 ▲ 53.8 0.0

 不況型合計 617 595 644 646 540 520 633 590 557 553 553 615 531 ▲ 13.7 ▲ 13.9

12 11 8 15 8 10 11 7 7 10 12 12 12 0.0 0.0

3 6 3 7 1 2 4 1 9 4 2 6 3 ▲ 50.0 0.0

7 9 9 10 10 11 11 7 14 7 11 10 16 60.0 128.6

91 88 115 87 66 66 76 84 107 104 78 96 80 ▲ 16.7 ▲ 12.1

730 709 779 765 625 609 735 689 694 678 656 739 642 ▲ 13.1 ▲ 12.1

主因別構成比 （％） （ポイント）

15年4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 16年1月 2月 3月 4月 前月比 前年同月比

 販売不振 82.6 81.9 80.4 82.5 84.3 83.7 82.9 82.9 78.1 79.9 81.4 80.0 79.6 ▲ 0.4 ▲ 3.0

 輸出不振 0.1 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0 0.1 0.3 0.1 0.0 0.5 0.1 0.2 0.1 0.1

 売掛金回収難 0.4 0.7 0.9 0.8 0.8 1.3 1.0 1.0 0.9 0.4 0.9 0.5 1.4 0.9 1.0

 不良債権の累積 0.5 0.4 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.4 0.0 0.1 0.2 0.8 0.6 ▲ 0.2 0.1

 業界不振 0.8 0.8 1.0 0.9 1.0 0.0 1.9 1.0 1.2 1.0 1.4 1.8 0.9 ▲ 0.9 0.1

 不況型合計 84.5 83.9 82.7 84.4 86.4 85.4 86.1 85.6 80.3 81.6 84.3 83.2 82.7 ▲ 0.5 ▲ 1.8

1.6 1.6 1.0 2.0 1.3 1.6 1.5 1.0 1.0 1.5 1.8 1.6 1.9 0.3 0.3

0.4 0.8 0.4 0.9 0.2 0.3 0.5 0.1 1.3 0.6 0.3 0.8 0.5 ▲ 0.3 0.1

1.0 1.3 1.2 1.3 1.6 1.8 1.5 1.0 2.0 1.0 1.7 1.4 2.5 1.1 1.5

12.5 12.4 14.8 11.4 10.6 10.8 10.3 12.2 15.4 15.3 11.9 13.0 12.5 ▲ 0.5 0.0

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 - -

     放漫経営
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□ ポイント  負債 5000 万円未満の構成比 57.3％ 

規模別に見ると、負債 5000 万円未満の倒産は 368 件（前年同月比 10.0％減）、構成比は 57.3％

となり、小規模倒産が半数以上を占めた。資本金別では、個人経営と資本金 1000 万円未満の

倒産合計が 378 件で構成比 58.9％を占めた。 

□ 要因・背景  

① 負債 10 億円以上の倒産は 17 件と、2 カ月連続の前年同月比減で、2015 年 11 月（18 件）

以来 5 カ月ぶりに 20 件を下回るなど、大型倒産は低水準が続く 

② 負債 5000 万円未満の倒産では、製造業（41 件、前年同月 47 件）が 7 カ月連続で減少 

規模別 

中小企業の定義 小規模企業の定義

業種

製造業・その他 または 3億円以下

卸売業 または 1億円以下

小売業 または 5000万円以下

サービス業 または 5000万円以下

従業員

300人以下 製造業・その他 20人以下

100人以下

100人以下 商業・サービス業 5人以下

50人以下

従業員 資本金 業種

(件） （％、ポイント）

15年4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 16年1月 2月 3月 4月 前月比 前年同月比

件数 648 623 694 677 570 538 655 608 598 598 557 637 566 ▲ 11.1 ▲ 12.7

構成比（％） 88.8 87.9 89.1 88.5 91.2 88.3 89.1 88.2 86.2 88.2 84.9 86.2 88.2 2.0 ▲ 0.6

件数 730 708 778 764 625 609 735 689 694 678 654 738 642 ▲ 13.0 ▲ 12.1

構成比（％） 100.0 99.9 99.9 99.9 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 99.7 99.9 100.0 0.1 0.0

730 709 779 765 625 609 735 689 694 678 656 739 642 ▲ 13.1 ▲ 12.1全倒産件数

中小企業・小規模企業

小規模企業

中小企業

負債額別件数 （件） （％）

15年4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 16年1月 2月 3月 4月 前月比 前年同月比

 5000万円未満 409 395 461 433 350 360 424 374 398 386 353 397 368 ▲ 7.3 ▲ 10.0

 5000万円以上1億円未満 121 134 119 110 103 105 110 110 87 106 105 107 87 ▲ 18.7 ▲ 28.1

 1億円以上5億円未満 152 133 150 175 142 113 160 163 161 145 139 182 145 ▲ 20.3 ▲ 4.6

 5億円以上10億円未満 23 27 29 24 15 15 25 24 23 17 23 31 25 ▲ 19.4 8.7

 10億円以上50億円未満 21 16 17 21 13 14 16 13 22 19 32 18 14 ▲ 22.2 ▲ 33.3

 50億円以上100億円未満 3 3 2 2 1 0 0 4 1 3 3 2 2 0.0 ▲ 33.3

 100億円以上 1 1 1 0 1 2 0 1 2 2 1 2 1 ▲ 50.0 0.0

 合計 730 709 779 765 625 609 735 689 694 678 656 739 642 ▲ 13.1 ▲ 12.1

負債額別構成比 （％） （ポイント）

15年4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 16年1月 2月 3月 4月 前月比 前年同月比

 5000万円未満 56.0 55.7 59.2 56.6 56.0 59.1 57.7 54.3 57.3 56.9 53.8 53.7 57.3 3.6 1.3

 5000万円以上1億円未満 16.6 18.9 15.3 14.4 16.5 17.2 15.0 16.0 12.5 15.6 16.0 14.5 13.6 ▲ 0.9 ▲ 3.0

 1億円以上5億円未満 20.8 18.8 19.3 22.9 22.7 18.6 21.8 23.7 23.2 21.4 21.2 24.6 22.6 ▲ 2.0 1.8

 5億円以上10億円未満 3.2 3.8 3.7 3.1 2.4 2.5 3.4 3.5 3.3 2.5 3.5 4.2 3.9 ▲ 0.3 0.7

 10億円以上50億円未満 2.9 2.3 2.2 2.7 2.1 2.3 2.2 1.9 3.2 2.8 4.9 2.4 2.2 ▲ 0.2 ▲ 0.7

 50億円以上100億円未満 0.4 0.4 0.3 0.3 0.2 0.0 0.0 0.6 0.1 0.4 0.5 0.3 0.3 0.0 ▲ 0.1

 100億円以上 0.1 0.1 0.1 0.0 0.2 0.3 0.0 0.1 0.3 0.3 0.2 0.3 0.2 ▲ 0.1 0.1

 合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 - -

資本金別件数 （件） （％）

15年4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 16年1月 2月 3月 4月 前月比 前年同月比

 個人経営 110 105 136 123 111 85 118 99 86 81 108 100 101 1.0 ▲ 8.2

 100万円未満 24 20 22 14 19 15 29 19 23 19 14 23 21 ▲ 8.7 ▲ 12.5

 100万円以上1000万円未満 297 285 300 304 220 264 287 265 297 283 262 304 256 ▲ 15.8 ▲ 13.8

 1000万円以上5000万円未満 273 267 289 294 257 228 272 280 255 269 237 274 240 ▲ 12.4 ▲ 12.1

 5000万円以上1億円未満 20 30 22 25 14 11 26 20 25 21 24 27 23 ▲ 14.8 15.0

 1億円以上 6 2 10 5 4 6 3 6 8 5 11 11 1 ▲ 90.9 ▲ 83.3

 合計 730 709 779 765 625 609 735 689 694 678 656 739 642 ▲ 13.1 ▲ 12.1

資本金別構成比 （％） （ポイント）

15年4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 16年1月 2月 3月 4月 前月比 前年同月比

 個人経営 15.1 14.8 17.5 16.1 17.8 14.0 16.1 14.4 12.4 11.9 16.5 13.5 15.7 2.2 0.6

 100万円未満 3.3 2.8 2.8 1.8 3.0 2.5 3.9 2.8 3.3 2.8 2.1 3.1 3.3 0.2 0.0

 100万円以上1000万円未満 40.7 40.2 38.5 39.7 35.2 43.3 39.0 38.5 42.8 41.7 39.9 41.1 39.9 ▲ 1.2 ▲ 0.8

 1000万円以上5000万円未満 37.4 37.7 37.1 38.4 41.1 37.4 37.0 40.6 36.7 39.7 36.1 37.1 37.4 0.3 0.0

 5000万円以上1億円未満 2.7 4.2 2.8 3.3 2.2 1.8 3.5 2.9 3.6 3.1 3.7 3.7 3.6 ▲ 0.1 0.9

 1億円以上 0.8 0.3 1.3 0.7 0.6 1.0 0.4 0.9 1.2 0.7 1.7 1.5 0.2 ▲ 1.3 ▲ 0.6

 合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 - -
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□  ポイント  8 地域で前年同月比減少、7 地域では 2 カ月連続で前年同月を下回る 

地域別に見ると、9 地域中 8 地域で前年同月を下回り、なかでも中国（13 件、前年同月比 56.7％

減）、北陸（22 件、同 31.3％減）の 2 地域は前年同月比 30％以上の大幅減少となった。また、

中国、四国を除く７地域で、2 カ月連続の前年同月比減少となった。 

□ 要因・背景  

① 中国は、広島県で造船や自動車など基幹産業の堅調さが地域に波及し、製造業（5 件、前

年同月 6 件）や小売業（3 件、前年同月 7 件）などで減少 

② 関東は、倒産件数が増加傾向にあった東京都が 7 カ月ぶりに前年同月比で減少に転じたほ

か、埼玉県は 4 カ月連続で前年同月比減少 

地域別 

地域別件数 （件） （％）

15年4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 16年1月 2月 3月 4月 前月比 前年同月比

 北海道 23 15 26 31 19 20 16 21 21 17 24 22 18 ▲ 18.2 ▲ 21.7

 東北 26 34 29 22 25 18 38 25 26 24 28 32 25 ▲ 21.9 ▲ 3.8

 関東 270 248 281 303 220 225 286 264 276 268 228 274 243 ▲ 11.3 ▲ 10.0

 北陸 32 20 15 16 12 16 16 18 19 20 25 20 22 10.0 ▲ 31.3

 中部 103 116 120 101 86 95 94 91 81 78 97 106 89 ▲ 16.0 ▲ 13.6

 近畿 178 175 203 196 174 147 190 185 176 181 164 185 170 ▲ 8.1 ▲ 4.5

 中国 30 32 34 27 22 31 28 27 28 27 22 37 13 ▲ 64.9 ▲ 56.7

 四国 9 13 15 12 7 12 19 10 16 11 13 13 14 7.7 55.6

 九州 59 56 56 57 60 45 48 48 51 52 55 50 48 ▲ 4.0 ▲ 18.6

 合計 730 709 779 765 625 609 735 689 694 678 656 739 642 ▲ 13.1 ▲ 12.1

地域別構成比 （％） （ポイント）

15年4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 16年1月 2月 3月 4月 前月比 前年同月比

 北海道 3.2 2.1 3.3 4.1 3.0 3.3 2.2 3.0 3.0 2.5 3.7 3.0 2.8 ▲ 0.2 ▲ 0.4

 東北 3.6 4.8 3.7 2.9 4.0 3.0 5.2 3.6 3.7 3.5 4.3 4.3 3.9 ▲ 0.4 0.3

 関東 37.0 35.0 36.1 39.6 35.2 36.9 38.9 38.3 39.8 39.5 34.8 37.1 37.9 0.8 0.9

 北陸 4.4 2.8 1.9 2.1 1.9 2.6 2.2 2.6 2.7 2.9 3.8 2.7 3.4 0.7 ▲ 1.0

 中部 14.1 16.4 15.4 13.2 13.8 15.6 12.8 13.2 11.7 11.5 14.8 14.3 13.9 ▲ 0.4 ▲ 0.2

 近畿 24.4 24.7 26.1 25.6 27.8 24.1 25.9 26.9 25.4 26.7 25.0 25.0 26.5 1.5 2.1

 中国 4.1 4.5 4.4 3.5 3.5 5.1 3.8 3.9 4.0 4.0 3.4 5.0 2.0 ▲ 3.0 ▲ 2.1

 四国 1.2 1.8 1.9 1.6 1.1 2.0 2.6 1.5 2.3 1.6 2.0 1.8 2.2 0.4 1.0

 九州 8.1 7.9 7.2 7.5 9.6 7.4 6.5 7.0 7.3 7.7 8.4 6.8 7.5 0.7 ▲ 0.6

 合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 - -

（件） （％） （件） （％）

北海道 北海道 23 22 18 ▲ 18.2 ▲ 21.7 滋賀県 7 7 5 ▲ 28.6 ▲ 28.6

青森県 4 6 3 ▲ 50.0 ▲ 25.0 京都府 17 18 15 ▲ 16.7 ▲ 11.8

岩手県 6 5 4 ▲ 20.0 ▲ 33.3 大阪府 99 108 92 ▲ 14.8 ▲ 7.1

宮城県 3 7 9 28.6 200.0 兵庫県 39 38 45 18.4 15.4

秋田県 4 4 4 0.0 0.0 奈良県 9 6 3 ▲ 50.0 ▲ 66.7

山形県 6 6 3 ▲ 50.0 ▲ 50.0 和歌山県 7 8 10 25.0 42.9

福島県 3 4 2 ▲ 50.0 ▲ 33.3 鳥取県 3 3 1 ▲ 66.7 ▲ 66.7

茨城県 11 6 16 166.7 45.5 島根県 5 4 2 ▲ 50.0 ▲ 60.0

栃木県 7 8 10 25.0 42.9 岡山県 4 12 2 ▲ 83.3 ▲ 50.0

群馬県 7 11 9 ▲ 18.2 28.6 広島県 11 15 5 ▲ 66.7 ▲ 54.5

埼玉県 29 18 27 50.0 ▲ 6.9 山口県 7 3 3 0.0 ▲ 57.1

千葉県 17 22 24 9.1 41.2 徳島県 2 5 1 ▲ 80.0 ▲ 50.0

東京都 151 167 109 ▲ 34.7 ▲ 27.8 香川県 1 3 5 66.7 400.0

神奈川県 48 42 48 14.3 0.0 愛媛県 4 3 6 100.0 50.0

新潟県 7 6 3 ▲ 50.0 ▲ 57.1 高知県 2 2 2 0.0 0.0

富山県 6 3 6 100.0 0.0 福岡県 34 26 22 ▲ 15.4 ▲ 35.3

石川県 10 8 8 0.0 ▲ 20.0 佐賀県 1 2 3 50.0 200.0

福井県 9 3 5 66.7 ▲ 44.4 長崎県 2 3 3 0.0 50.0

山梨県 6 4 4 0.0 ▲ 33.3 熊本県 4 3 3 0.0 ▲ 25.0

長野県 9 11 4 ▲ 63.6 ▲ 55.6 大分県 6 5 4 ▲ 20.0 ▲ 33.3

岐阜県 10 15 13 ▲ 13.3 30.0 宮崎県 5 1 3 200.0 ▲ 40.0

静岡県 26 28 18 ▲ 35.7 ▲ 30.8 鹿児島県 5 5 6 20.0 20.0

愛知県 46 42 46 9.5 0.0 沖縄県 2 5 4 ▲ 20.0 100.0

三重県 6 6 4 ▲ 33.3 ▲ 33.3 730 739 642 ▲ 13.1 ▲ 12.1

都道府県別件数
2016年4月

- 当月 -

北陸

中部

都道府県

合計

四国

九州

地域 地域

近畿

中国

東北

関東

前月比 前年同月比
2015年4月

- 前年同月 -

2016年3月

- 前月 -
都道府県

2015年4月

- 前年同月 -

2016年3月

- 前月 -

2016年4月

- 当月 -
前月比 前年同月比
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□ 上場企業の倒産は発生しなかった。 

□ 上場企業の倒産は、業績改善や資金調達環境の改善などもあり、2015 年 9 月の第一中央汽船

㈱（民事再生法、東証 1 部）以降 7 カ月連続で発生していない。 
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（件）

（年）

上場企業倒産の件数推移（年別）

注：2004年以前は任意整理を含む

2016年 上場企業の倒産

2015年 上場企業の倒産

1 987544705 　スカイマーク㈱ 定期航空運送 *154,300 民事再生法 東京都 1月 東証1部

2 390010625 　江守グループホールディングス㈱
持ち株会社
（金属化学品・合成樹脂卸）

71,100 民事再生法 福井県 4月 東証1部

3 985402836 　第一中央汽船㈱ 外航海運業 119,608 民事再生法 東京都 9月 東証1部

*スカイマーク㈱の負債は確定債権総額

 
TDB

企業コード
商号 業種 備考

負債
（百万円）

態様 所在地 倒産月

　　※発生せず

 
TDB

企業コード
商号 業種 備考

負債
（百万円）

態様 所在地 倒産月
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□ 負債トップは、日本ロジテック協同組合（東京都、破産）の 162 億 8200 万円で、2016 年に

入って最大の倒産となった。以下、㈱ケイディ（埼玉県、特別清算）の 55 億円、㈱エス・

エス・エル（兵庫県、特別清算）の 34 億円と続く。 

 

 

  

 

 

 

 

 

主な倒産企業 

TDB
企業コード

負債
（百万円）

資本金
（千円）

態様 所在地

1 014000129 日本ロジテック協同組合 電力共同購買事業 16,282 99,900 破産 東京都

2 270041917 ㈱ケイディ（旧：共和ダイカスト㈱） 元・アルミダイカスト鋳造 5,500 16,000 特別清算 埼玉県

3 766016751 ㈱エス・エス・エル 元・投資業 3,400 90,000 特別清算 兵庫県

4 400726964 デューなつめ澄懐館㈱ スポーツクラブ経営 3,373 10,000 民事再生法 愛知県

5 580105927 新和物産㈱ 漢方薬・生薬販売 2,127 20,000 破産 大阪府

6 250337397 ㈱アイケイジー 一般土木建築工事 2,000 210,000 特別清算 茨城県

7 153010342 ㈱ＩＴＳ 金融取引自動化システム開発 1,658 46,000 破産 東京都

8 400022546 大井田工業㈱ フィルム加工卸 1,627 50,000 破産 愛知県

9 120060681 青森県観光開発㈱ ゴルフ場経営 1,580 10,000 民事再生法 青森県

10 980950088 ㈱ササキ・スタジオ 商業写真撮影 1,420 34,000 破産 東京都

11 470008103 ㈱田中組 土木工事 1,400 40,000 破産 三重県

12 805004283 ㈱ＣＦＳ 金融取引自動化システム開発 1,344 95,000 破産 東京都

13 988196339 ㈱宣昭 新聞折り込み広告業 1,317 30,000 破産 東京都

14 432010966 ㈱ＧＩＣホールディングス 不動産投資業 1,200 9,000 破産 大阪府

15 370120291 ㈱フクロヤ 元・楽器小売 1,000 10,000 特別清算 富山県

16 250300913 ㈱ＩＳ管理 元・新聞発行 900 10 破産 茨城県

17 610377129 創山林業㈱ 育林・原木生産 900 8,000 破産 岡山県

18 270389962 ㈱シーピーアール 建築工事 900 98,000 破産 埼玉県

19 271141407 ㈱カントウパル 土木工事 893 40,000 破産 埼玉県

20 160160199 上山二日町ショッピングセンター協同組合 ショッピングセンター運営 890 76,700 破産 山形県

21 582027884 クレス㈱ ゴルフ用品通信販売 844 20,000 破産 兵庫県

22 690029410 ㈱ダイヤキコウ 元・農業用機械部品製造 836 70,000 特別清算 島根県

23 060049925 ㈱アルケミスト ゲームソフト企画・制作・販売 831 89,600 破産 東京都

24 270214017 ㈱ニコニコ堂楽器店 元・楽器類販売、音楽教室運営 800 73,800 特別清算 埼玉県

25 581632701
㈱エフ管理
（旧：㈱エーキャンビー・インターナショナル）

元・子供服小売 800 48,000 特別清算 大阪府

26 810469502 ㈱果樹農園森の風 温泉施設経営 780 30,000 破産 福岡県

27 710169254 高橋運輸倉庫㈱ 一般貨物自動車運送 760 33,750 破産 愛媛県

28 100404283 ㈱大場商店 酒類等卸 732 10,600 破産 宮城県

29 982942601 ㈱モナド 学習塾経営 650 44,500 破産 千葉県

30 250487330 ㈱三市ハウジング 木造建築工事 615 90,000 破産 茨城県

商号 業種
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大型倒産 

1 014000129 日本ロジテック協同組合 電力共同購買事業 16,282 破産 東京都 4月

2 830277592 ㈱エンタープライズ自由ケ丘 宅地造成・分譲 15,200 民事再生法 大分県 1月

3 090078811 ㈱道環 元・不動産賃貸・管理 14,100 特別清算 北海道 2月

4 580314927 関急不動産㈱ 元・不動産売買 14,000 破産 大阪府 3月

5 540297581 ㈱サンク 電子決済端末販売 11,138 破産 大阪府 1月

6 580205486 ㈱日食 輸入ブランド食料品卸売・小売 10,812 破産 大阪府 3月

7 010442187 コープ協同開発㈱ 元・不動産賃貸・管理 8,700 特別清算 北海道 2月

8 985261550 ㈱フューチュアー・マネージメント・コーポレーション 資産管理・運用 7,970 破産 東京都 1月

9 370091009 御坊山観光開発㈱ ゴルフ場経営 7,710 民事再生法 富山県 3月

10 981661141 アーツ証券㈱ 証券業 5,914 破産 東京都 2月

11 270041917 ㈱ケイディ（旧：共和ダイカスト㈱） 元・アルミダイカスト鋳造 5,500 特別清算 埼玉県 4月

12 960041538
ＣＤＳコンストラクショングループ㈱
（旧：中小企業建設機構㈱）

元・建設業支援 5,320 特別清算 東京都 2月

13 470041251 藤信興産㈱ ゴルフ場経営 5,198 民事再生法 愛知県 1月

14 982057221 ㈱サンモリッツ 元・ゴルフ場経営 5,000 特別清算 栃木県 1月

15 380081839 ㈱相互開発事業 元・温泉旅館経営 5,000 特別清算 石川県 3月

16 450086149
㈱ＦＴ商事
（旧：㈱フードセンター富田屋）

元・スーパー経営 4,902 特別清算 岐阜県 3月

17 987789207
築地実業㈱
（旧：㈱日本マリン）

元・水産品輸入卸 4,715 特別清算 東京都 1月

18 985393693 ㈱太洋社 出版取次 4,376 破産 東京都 3月

19 010425622 コープ協同不動産㈱ 元・不動産賃貸・管理 4,300 特別清算 北海道 2月

20 217008940 医療法人社団神戸国際フロンティアメディカルセンター 消化器疾患の先端医療機関 4,281 破産 兵庫県 3月

21 200648871 ㈱大湘技研 半導体製造装置用石英ガラス加工 4,200 民事再生法 茨城県 2月

22 986182432 ㈱ヴァンネット ワイン投資ファンド組成・運営 4,000 破産 東京都 3月

23 100269456 ㈱シンコー 水産加工 3,700 民事再生法 宮城県 2月

24 766016751 ㈱エス・エス・エル 元・投資業 3,400 特別清算 兵庫県 4月

25 400726964 デューなつめ澄懐館㈱ スポーツクラブ経営 3,373 民事再生法 愛知県 4月

26 280189811 ㈱ジョイスター 元・パチンコホール経営 3,200 破産 山梨県 2月

27 250084597 ㈱ミタ・ストア 元・スーパーマーケット経営 3,200 特別清算 東京都 2月

28 740035369 ㈱テラマチ 銑鉄鋳物製造 2,900 民事再生法 愛媛県 1月

29 570252419 関西エアポートワシントンホテル㈱ 元・ホテル運営 2,890 特別清算 大阪府 3月

30 983056264 ㈱電硝エンジニアリング ガラス基板研磨・加工 2,770 民事再生法 埼玉県 3月

2016年 大型倒産（上位30社）

倒産月
TDB

企業コード
負債

（百万円）
態様 所在地商号 業種
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業種細分類 

（　）内は構成比％

前月比（％） 前年同月比（％）

職別工事業 48 ( 6.6 ) 4,560 58 ( 7.8 ) 5,412 36 ( 5.6 ) ▲ 37.9 ▲ 25.0 2,301

総合工事業 52 ( 7.1 ) 5,753 56 ( 7.6 ) 11,104 53 ( 8.3 ) ▲ 5.4 1.9 12,163

設備工事業 22 ( 3.0 ) 1,720 30 ( 4.1 ) 1,904 21 ( 3.3 ) ▲ 30.0 ▲ 4.5 1,957

建設業計 122 ( 16.7 ) 12,033 144 ( 19.5 ) 18,420 110 ( 17.1 ) ▲ 23.6 ▲ 9.8 16,421

食料品・飼料・飲料製造業 25 ( 3.4 ) 5,091 13 ( 1.8 ) 2,968 13 ( 2.0 ) 0.0 ▲ 48.0 1,458

繊維工業、繊維製品製造業 5 ( 0.7 ) 169 8 ( 1.1 ) 446 8 ( 1.2 ) 0.0 60.0 360

木材・木製品製造業 0 ( 0.0 ) 0 3 ( 0.4 ) 920 3 ( 0.5 ) 0.0 - 415

家具・装備品製造業 4 ( 0.5 ) 595 0 ( 0.0 ) 0 4 ( 0.6 ) - 0.0 572

パルプ・紙・紙加工品製造業 1 ( 0.1 ) 110 2 ( 0.3 ) 20 0 ( 0.0 ) ▲ 100.0 ▲ 100.0 0

出版・印刷・同関連産業 16 ( 2.2 ) 2,461 15 ( 2.0 ) 1,308 8 ( 1.2 ) ▲ 46.7 ▲ 50.0 459

化学工業、石油製品・石炭製品製造業 1 ( 0.1 ) 130 3 ( 0.4 ) 1,694 0 ( 0.0 ) ▲ 100.0 ▲ 100.0 0

ゴム製品製造業 0 ( 0.0 ) 0 0 ( 0.0 ) 0 1 ( 0.2 ) - - 200

皮革・同製品・毛皮製造業 1 ( 0.1 ) 1,708 1 ( 0.1 ) 50 3 ( 0.5 ) 200.0 200.0 426

窯業・土石製品製造業 7 ( 1.0 ) 6,785 3 ( 0.4 ) 2,184 2 ( 0.3 ) ▲ 33.3 ▲ 71.4 130

鉄鋼業、非鉄金属・金属製品製造業 11 ( 1.5 ) 821 8 ( 1.1 ) 417 8 ( 1.2 ) 0.0 ▲ 27.3 6,006

一般機械器具製造業 11 ( 1.5 ) 6,525 9 ( 1.2 ) 1,327 14 ( 2.2 ) 55.6 27.3 1,957

電気機械器具製造業 9 ( 1.2 ) 1,500 11 ( 1.5 ) 1,952 10 ( 1.6 ) ▲ 9.1 11.1 1,066

輸送用機械器具製造業 2 ( 0.3 ) 70 3 ( 0.4 ) 1,224 1 ( 0.2 ) ▲ 66.7 ▲ 50.0 10

その他の製造業 17 ( 2.3 ) 4,320 9 ( 1.2 ) 1,356 6 ( 0.9 ) ▲ 33.3 ▲ 64.7 1,997

製造業計 110 ( 15.1 ) 30,285 88 ( 11.9 ) 15,866 81 ( 12.6 ) ▲ 8.0 ▲ 26.4 15,056

各種商品卸売業 2 ( 0.3 ) 310 3 ( 0.4 ) 2,084 0 ( 0.0 ) ▲ 100.0 ▲ 100.0 0

繊維・衣服・繊維製品卸売業 18 ( 2.5 ) 7,337 29 ( 3.9 ) 7,414 16 ( 2.5 ) ▲ 44.8 ▲ 11.1 1,894

飲食料品卸売業 14 ( 1.9 ) 1,367 29 ( 3.9 ) 14,828 28 ( 4.4 ) ▲ 3.4 100.0 3,225

機械器具卸売業 24 ( 3.3 ) 2,265 25 ( 3.4 ) 6,893 19 ( 3.0 ) ▲ 24.0 ▲ 20.8 1,063

自動車・同付属品卸売業 6 ( 0.8 ) 365 5 ( 0.7 ) 445 1 ( 0.2 ) ▲ 80.0 ▲ 83.3 120

木材・建築材料卸売業 8 ( 1.1 ) 1,272 4 ( 0.5 ) 320 5 ( 0.8 ) 25.0 ▲ 37.5 483

家具・建具・じゅう器卸売業 9 ( 1.2 ) 1,313 7 ( 0.9 ) 1,591 4 ( 0.6 ) ▲ 42.9 ▲ 55.6 390

貴金属製品卸売業 1 ( 0.1 ) 336 3 ( 0.4 ) 30 1 ( 0.2 ) ▲ 66.7 0.0 76

その他の卸売業 38 ( 5.2 ) 3,260 30 ( 4.1 ) 8,282 20 ( 3.1 ) ▲ 33.3 ▲ 47.4 10,264

卸売業計 120 ( 16.4 ) 17,825 135 ( 18.3 ) 41,887 94 ( 14.6 ) ▲ 30.4 ▲ 21.7 17,515

各種商品小売業 7 ( 1.0 ) 159 7 ( 0.9 ) 338 3 ( 0.5 ) ▲ 57.1 ▲ 57.1 100

織物・衣服・身の回り品小売業 28 ( 3.8 ) 7,136 27 ( 3.7 ) 2,749 17 ( 2.6 ) ▲ 37.0 ▲ 39.3 1,800

飲食料品小売業 41 ( 5.6 ) 7,484 17 ( 2.3 ) 7,065 22 ( 3.4 ) 29.4 ▲ 46.3 1,201

飲食店 40 ( 5.5 ) 3,289 55 ( 7.4 ) 1,759 41 ( 6.4 ) ▲ 25.5 2.5 1,412

自動車・自転車小売業 10 ( 1.4 ) 786 12 ( 1.6 ) 2,472 12 ( 1.9 ) 0.0 20.0 593

家具・じゅう器・家庭用機械器具小売業 14 ( 1.9 ) 7,525 15 ( 2.0 ) 1,671 15 ( 2.3 ) 0.0 7.1 1,089

その他の小売業 24 ( 3.3 ) 2,100 22 ( 3.0 ) 1,782 26 ( 4.0 ) 18.2 8.3 3,982

小売業計 164 ( 22.5 ) 28,479 155 ( 21.0 ) 17,836 136 ( 21.2 ) ▲ 12.3 ▲ 17.1 10,177

運輸業 26 ( 3.6 ) 1,510 26 ( 3.5 ) 2,507 22 ( 3.4 ) ▲ 15.4 ▲ 15.4 3,274

郵便業、電気通信業 1 ( 0.1 ) 150 0 ( 0.0 ) 0 0 ( 0.0 ) - ▲ 100.0 0

運輸・通信業計 27 ( 3.7 ) 1,660 26 ( 3.5 ) 2,507 22 ( 3.4 ) ▲ 15.4 ▲ 18.5 3,274

旅館、その他宿泊所 11 ( 1.5 ) 6,104 9 ( 1.2 ) 13,031 4 ( 0.6 ) ▲ 55.6 ▲ 63.6 1,768

娯楽業 9 ( 1.2 ) 912 5 ( 0.7 ) 9,117 10 ( 1.6 ) 100.0 11.1 5,890

自動車整備業・駐車場業、修理業 5 ( 0.7 ) 190 11 ( 1.5 ) 3,463 13 ( 2.0 ) 18.2 160.0 984

広告・調査・情報サービス業 43 ( 5.9 ) 7,825 49 ( 6.6 ) 10,713 46 ( 7.2 ) ▲ 6.1 7.0 6,265

専門サービス業 30 ( 4.1 ) 8,070 31 ( 4.2 ) 980 27 ( 4.2 ) ▲ 12.9 ▲ 10.0 2,980

医療業 5 ( 0.7 ) 50 8 ( 1.1 ) 4,877 8 ( 1.2 ) 0.0 60.0 380

教育 0 ( 0.0 ) 0 4 ( 0.5 ) 143 0 ( 0.0 ) ▲ 100.0 - 0

その他サービス業 45 ( 6.2 ) 1,848 42 ( 5.7 ) 2,044 45 ( 7.0 ) 7.1 0.0 20,760

サービス業計 148 ( 20.3 ) 24,999 159 ( 21.5 ) 44,368 153 ( 23.8 ) ▲ 3.8 3.4 39,027

不動産業 28 ( 3.8 ) 4,804 20 ( 2.7 ) 15,549 29 ( 4.5 ) 45.0 3.6 7,620

農業・林業・漁業 4 ( 0.5 ) 212 2 ( 0.3 ) 183 4 ( 0.6 ) 100.0 0.0 1,260

鉱業 1 ( 0.1 ) 91 1 ( 0.1 ) 67 0 ( 0.0 ) ▲ 100.0 ▲ 100.0 0

金融・保険業 2 ( 0.3 ) 71,463 1 ( 0.1 ) 30 5 ( 0.8 ) 400.0 150.0 3,938

その他 4 ( 0.5 ) 40 8 ( 1.1 ) 80 8 ( 1.2 ) 0.0 100.0 80

その他計 11 ( 1.5 ) 71,806 12 ( 1.6 ) 360 17 ( 2.6 ) 41.7 54.5 5,278

合計 730 ( 100.0 ) 191,891 739 ( 100.0 ) 156,793 642 ( 100.0 ) ▲ 13.1 ▲ 12.1 114,368

業種 負債総額
（百万円）

負債総額
（百万円）

2015年4月
-前年同月-

2016年3月
-前月-

負債総額
（百万円）

件数比較2016年4月
-当月-
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倒産分類別比較 

（　）内は構成比％

前月比（％） 前年同月比（％）

122 ( 16.7 ) 144 ( 19.5 ) 110 ( 17.1 ) ▲ 23.6 ▲ 9.8

110 ( 15.1 ) 88 ( 11.9 ) 81 ( 12.6 ) ▲ 8.0 ▲ 26.4

120 ( 16.4 ) 135 ( 18.3 ) 94 ( 14.6 ) ▲ 30.4 ▲ 21.7

164 ( 22.5 ) 155 ( 21.0 ) 136 ( 21.2 ) ▲ 12.3 ▲ 17.1

27 ( 3.7 ) 26 ( 3.5 ) 22 ( 3.4 ) ▲ 15.4 ▲ 18.5

148 ( 20.3 ) 159 ( 21.5 ) 153 ( 23.8 ) ▲ 3.8 3.4

28 ( 3.8 ) 20 ( 2.7 ) 29 ( 4.5 ) 45.0 3.6

11 ( 1.5 ) 12 ( 1.6 ) 17 ( 2.6 ) 41.7 54.5

730 ( 100.0 ) 739 ( 100.0 ) 642 ( 100.0 ) ▲ 13.1 ▲ 12.1

603 ( 82.6 ) 591 ( 80.0 ) 511 ( 79.6 ) ▲ 13.5 ▲ 15.3

1 ( 0.1 ) 1 ( 0.1 ) 1 ( 0.2 ) 0.0 0.0

3 ( 0.4 ) 4 ( 0.5 ) 9 ( 1.4 ) 125.0 200.0

4 ( 0.5 ) 6 ( 0.8 ) 4 ( 0.6 ) ▲ 33.3 0.0

6 ( 0.8 ) 13 ( 1.8 ) 6 ( 0.9 ) ▲ 53.8 0.0

5 ( 0.7 ) 11 ( 1.5 ) 10 ( 1.6 ) ▲ 9.1 100.0

12 ( 1.6 ) 12 ( 1.6 ) 12 ( 1.9 ) 0.0 0.0

1 ( 0.1 ) 1 ( 0.2 ) 0.0

3 ( 0.4 ) 6 ( 0.8 ) 3 ( 0.5 ) ▲ 50.0 0.0

4 ( 0.5 ) 2 ( 0.3 ) 3 ( 0.5 ) 50.0 ▲ 25.0

7 ( 1.0 ) 10 ( 1.4 ) 16 ( 2.5 ) 60.0 128.6

12 ( 1.6 ) 13 ( 1.8 ) 15 ( 2.3 ) 15.4 25.0

1 ( 0.1 ) 1 ( 0.2 ) 0.0

1 ( 0.1 ) ▲ 100.0

1 ( 0.1 ) ▲ 100.0

3 ( 0.4 ) 2 ( 0.3 ) ▲ 33.3

64 ( 8.8 ) 69 ( 9.3 ) 48 ( 7.5 ) ▲ 30.4 ▲ 25.0

617 ( 84.5 ) 615 ( 83.2 ) 531 ( 82.7 ) ▲ 13.7 ▲ 13.9

730 ( 100.0 ) 739 ( 100.0 ) 642 ( 100.0 ) ▲ 13.1 ▲ 12.1

注：不況型倒産…倒産主因のうち販売不振、輸出不振、売掛金回収難、不良債権の累積、業界不振をさす

409 ( 56.0 ) 397 ( 53.7 ) 368 ( 57.3 ) ▲ 7.3 ▲ 10.0

121 ( 16.6 ) 107 ( 14.5 ) 87 ( 13.6 ) ▲ 18.7 ▲ 28.1

152 ( 20.8 ) 182 ( 24.6 ) 145 ( 22.6 ) ▲ 20.3 ▲ 4.6

23 ( 3.2 ) 31 ( 4.2 ) 25 ( 3.9 ) ▲ 19.4 8.7

21 ( 2.9 ) 18 ( 2.4 ) 14 ( 2.2 ) ▲ 22.2 ▲ 33.3

3 ( 0.4 ) 2 ( 0.3 ) 2 ( 0.3 ) 0.0 ▲ 33.3

1 ( 0.1 ) 2 ( 0.3 ) 1 ( 0.2 ) ▲ 50.0 0.0

730 ( 100.0 ) 739 ( 100.0 ) 642 ( 100.0 ) ▲ 13.1 ▲ 12.1

110 ( 15.1 ) 100 ( 13.5 ) 101 ( 15.7 ) 1.0 ▲ 8.2

24 ( 3.3 ) 23 ( 3.1 ) 21 ( 3.3 ) ▲ 8.7 ▲ 12.5

297 ( 40.7 ) 304 ( 41.1 ) 256 ( 39.9 ) ▲ 15.8 ▲ 13.8

273 ( 37.4 ) 274 ( 37.1 ) 240 ( 37.4 ) ▲ 12.4 ▲ 12.1

20 ( 2.7 ) 27 ( 3.7 ) 23 ( 3.6 ) ▲ 14.8 15.0

6 ( 0.8 ) 11 ( 1.5 ) 1 ( 0.2 ) ▲ 90.9 ▲ 83.3

730 ( 100.0 ) 739 ( 100.0 ) 642 ( 100.0 ) ▲ 13.1 ▲ 12.1

648 ( 88.8 ) 622 ( 84.2 ) 566 ( 88.2 ) ▲ 9.0 ▲ 12.7

72 ( 9.9 ) 104 ( 14.1 ) 66 ( 10.3 ) ▲ 36.5 ▲ 8.3

5 ( 0.7 ) 9 ( 1.2 ) 9 ( 1.4 ) 0.0 80.0

5 ( 0.7 ) 4 ( 0.5 ) 1 ( 0.2 ) ▲ 75.0 ▲ 80.0

730 ( 100.0 ) 739 ( 100.0 ) 642 ( 100.0 ) ▲ 13.1 ▲ 12.1

▲ 29.8 ▲ 10.2

685 ( 93.8 ) 689 ( 93.2 ) 592 ( 92.2 ) ▲ 14.1 ▲ 13.6

30 ( 4.1 ) 25 ( 3.4 ) 28 ( 4.4 ) 12.0 ▲ 6.7

15 ( 2.1 ) 25 ( 3.4 ) 22 ( 3.4 ) ▲ 12.0 46.7

730 ( 100.0 ) 739 ( 100.0 ) 642 ( 100.0 ) ▲ 13.1 ▲ 12.1

 10人～50人未満

 50人～100人未満

 100人～300人未満

 300人以上

3,123 3,996 2,806

合計

2016年4月
- 当月 -

2016年3月
- 前月 -

 その他

 販売不振

合計

 卸売業

合計

2015年4月
- 前年同月 -

態
様
別

合計

 輸出不振

 売掛金回収難

 不良債権の累積

 大企業の進出

従業員数合計（人）

主
因
別

従
業
員
数
別

 10人未満

倒産分類

 小売業

 運輸・通信業

 建設業

 製造業

 サービス業

業
種
別

　破産

負
債
額
別

合計

資
本
金
別

 不動産業

 新商品開発の失敗

 設備投資の失敗

 技術、商品開発の遅れ

 新市場開拓の遅れ

不況型倒産合計

　民事再生法

合計

　会社更生法

 開発途上国の追い上げ

 業界不振

 立地条件の変化

 過小資本

 企業系列、下請の再編成

 火災、その他の災害

 1億円以上

 経営多角化の失敗

 その他の経営計画の失敗

 50億円～100億円未満

 100億円以上

 その他

　特別清算

 100万円未満

 100万円～1000万円未満

 1000万円～5000万円未満

 5000万円～1億円未満

 1000万円～5000万円未満

 人材の不足

 労使の対立

 放漫経営

 経営者の病気、死亡

 個人経営

 5000万円～1億円未満

 1億円～5億円未満

 5億円～10億円未満

 10億円～50億円未満
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景気動向指数 （景気ＤＩ） 景気動向指数 （景気ＤＩ） 景気動向指数 （景気ＤＩ） 景気動向指数 （景気ＤＩ） 

□ 景気 DI は 42.4、国内景気は 2 カ月ぶりに悪化 

 2016 年 4 月の景気 DI は前月比 0.4 ポイント減の 42.4 となり 2 カ月ぶりに悪化した。 

 4 月は、平成 28 年熊本地震により宿泊予約のキャンセルが相次いだほか、多くの道路が不通

となるなど物流機能の低下を余儀なくされた。また、企業の設備投資に慎重姿勢がみられるな

か、大手自動車メーカーによる燃費データ不正問題や電子部品の受注減少も加わり、国内景気

がもたつく要因となった。さらに、ガソリン価格の 7 週連続上昇（4 月 25 日時点）や原料高に

ともなう鋼材価格の値上げ、人手不足による人件費の上昇など、企業のコスト負担はじわじわ

と高まってきた。他方、公共工事や住宅着工は増加したものの、全体をけん引するまでには至

っていない。企業がさまざまなリスクを抱えるなかで、製造や観光関連などを中心に平成 28

年熊本地震が打撃を加え、国内景気は再び悪化に転じた。 

□ 今後の国内景気は景気回復に向けた好材料乏しく、足踏み状態が続く 

 今後の国内景気は、消費税率 10％への引き上げの行方のほか、平成 28 年熊本地震の早期の

復旧・復興に影響されるとみられる。生産停止された自動車や電子部品など工場の本格稼働や、

九州全域に対する観光需要の回復がカギを握る。また、家計の収入および支出は伸び悩みが続

くなか、長引く個人消費の低迷から脱却するため、消費税率引き上げの再延期を含めた経済対

策が望まれる。海外要因では、米国経済や中国経済の成長鈍化とともに、為替相場の動向も注

視する必要があろう。他方、訪日旅行客の増加による観光消費の拡大は引き続き好材料である。

今後の景気は、回復に向けた好材料が乏しいなか、足踏み状態で推移するとみられる。 

42.7 42.5 41.9

37.6
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出典：5月9日発表、ＴＤＢ景気動向調査2016年4月調査（全国） URL:http://www.tdb-di.com/

（ＤＩは、0～100までの範囲で変化し、50が判断の分かれ目となる。調査開始は2002年5月）
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 今後の見通し 

□ 4 月の倒産件数は 642 件、2 カ月連続で前年同月比 2 ケタの減少 
2016 年 4 月の企業倒産件数は 642 件と、前年同月（730 件）を 12.1％下回り 2 カ月連続で 2 ケ

タの減少となった。7 業種中 4 業種で同 10％以上減少しており、倒産の減少傾向が続いている。

特に製造業は同 26.4％減少し、全体の倒産件数を押し下げる要因となった。 

小売業界では、食料品販売額が増加するなど（「チェーンストア販売統計」日本チェーンスト

ア協会）食料品需要が堅調に推移しているほか、訪日旅行客によるインバウンド消費などもあり、

飲食料品小売業は同 46.3％減少した。また、こうした川下の好調さを受けて、食料品・飼料・飲

料製造業は同 48.0％減と 5 カ月連続で 2 ケタの大幅減少となった。 

□ 熊本地震からの復旧・復興に向けた環境整備進む 
4 月 14 日から発生した平成 28 年熊本地震は、製造業や観光業などに多大な影響を及ぼすとみ

られる。九州の自動車生産台数は年間約 135 万台で、国内の 1 割超を占めるが、その中核となる

部品工場などが被災し、自動車メーカーの生産計画に見直しを迫るものとなっている。さらに、

デジタルカメラやスマートフォンの主要部品となる半導体工場のほか、電力制御部品の生産や食

品メーカーの生産も一部停止した。2011 年の東日本大震災時には、多くの企業が仕入先の変更や

リスク回避のための複数ルートの開拓を行った。4 月末時点では熊本地震を要因とした倒産は発

生していないものの、万が一、震災からの復旧・復興が長引くことになると、今回も同様のこと

が起こり、被災地に所在する企業に深刻なダメージを与えることが懸念される。被災地所在企業

と取引を行っている企業は全国に延べ 3 万 1000 社あり、熊本地震の影響は全国に波及する可能

性がある（「熊本地震の現状と今後の復興に向けて」帝国データバンク、2016 年 4 月発表）。特

に、熊本県では農産品をユーザーに届ける流通プロセスへの打撃、大分県内の被災地では「旅館・

ホテル」が集積している地域に被害が集中するなど、県経済にとっても痛手となりかねない。 

他方、日本銀行は、熊本地震の被災地の金融機関を対象に、復旧・復興に向けた資金需要への

対応を支援するため、被災地金融機関支援オペ（貸付総額 3000 億円、無利息で実施等）の措置

を導入した。また、政府によって熊本地震が激甚災害に指定されたことで、復旧・復興事業にか

かる国庫補助の特別措置が見込まれ、マイナス金利の導入により地方銀行等の収益力低下が予想

されたなかで、被災地における資金供給を円滑に行う環境が整いつつある。 

□ 地震・円高・不祥事、企業の抱えるリスクが顕在化 
4 月 28 日、日本銀行の金融政策決定会合において、市場で期待されていた金融緩和が見送られ

た。1 月に導入が決定されたマイナス金利の効果を見極めるためとしているが、為替市場や株式

市場は敏感に反応し、急激な円高・株安をもたらすこととなった。2016 年 4 月の日銀短観による

と、大企業・製造業の想定為替レートは 117 円 46 銭。企業の想定為替レートを上回る円高が継

続する場合、為替差損にともなう企業業績へのインパクトは非常に大きなものとなる。 

家計・企業の両部門において所得から支出への好循環を持続するためには賃金上昇が欠かせな

いものの、今春闘でのベースアップが伸び悩んでいる。こうしたなかでの日銀の現状維持という

決定は企業経営者の景気先行き不透明感を増幅させるものであった。 

このような経済環境のなか、三菱自動車工業による燃費データ不正問題が発覚した。同グルー

プの下請け企業は全国で約 7800 社にのぼることが判明しているが（「『三菱自動車工業』グル

ープの下請企業実態調査」帝国データバンク、2016 年 4 月発表）、とりわけ生産拠点のある愛知

県や岡山県に集中しており、影響の拡大が懸念される。 

人手不足にともなう人件費上昇やガソリン価格の 9 週連続上昇（5 月 9 日時点）など、企業の

コスト負担がじわじわと高まってきている。さらに、円高・株安の進行のほか、地震など自然災

害の発生、企業不祥事の発覚など、企業の抱えるさまざまなリスクがここにきて一気に顕在化し

てきた。長引く個人消費低迷から脱却するために消費税率引き上げの再延期を含めた経済対策の

実施が望まれる一方、米国や中国の成長鈍化のほか、為替相場の動向も注視しなければならない。

特に為替相場が円安から円高に変動するリスクは、貿易を行う中小企業や海外進出企業の収益に

マイナス要因となろう。各種リスクの高まりにより企業をとりまく経営環境が厳しさを増す一

方、政策投入によって倒産は抑制されるなど歪みが生じているなかで、倒産動向は当面低位で推

移すると見込まれる。 
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倒産件数・負債総額の推移（2000年(平成12年)～2016年(平成28年)）

月

別 件数
負債総額
（百万円）

件数
負債総額
（百万円）

件数
負債総額
（百万円）

件数
負債総額
（百万円）

件数
負債総額
（百万円）

件数
負債総額
（百万円）

1 354 338,607 559 838,508 767 713,822 789 1,049,223 749 387,375 691 562,215

2 474 1,081,628 623 962,230 888 1,076,430 889 1,451,530 806 1,020,030 546 703,228

3 617 411,504 679 2,189,204 939 1,878,173 901 1,070,797 871 1,210,995 584 486,921

4 523 824,537 666 897,126 882 1,158,155 907 824,367 772 521,723 605 338,098

5 562 1,517,057 672 864,967 921 1,009,316 931 728,668 755 482,927 614 584,426

6 558 1,711,469 706 577,994 763 581,278 858 782,244 759 341,993 794 439,482

7 577 4,030,041 731 637,707 1,000 1,097,233 918 655,471 765 540,229 675 417,424

8 578 1,258,580 720 587,387 800 985,301 802 1,065,377 695 583,166 754 328,053

9 551 666,688 718 2,838,474 839 698,482 764 1,053,944 718 367,292 671 550,838

10 641 8,216,109 870 915,454 964 1,775,487 874 785,452 726 658,551 825 660,576

11 615 1,083,980 825 1,706,113 829 527,323 684 937,037 694 300,501 708 760,359

12 684 698,807 789 1,407,173 833 626,702 738 391,795 743 867,066 758 354,431

合計 6,734 21,839,007 8,558 14,422,337 10,425 12,127,702 10,055 10,795,905 9,053 7,281,848 8,225 6,186,051

月

別 件数
負債総額
（百万円）

件数
負債総額
（百万円）

件数
負債総額
（百万円）

件数
負債総額
（百万円）

件数
負債総額
（百万円）

件数
負債総額
（百万円）

1 730 516,512 842 546,799 888 389,063 1,156 864,398 949 2,587,990 976 249,684

2 777 325,283 818 280,597 935 496,033 1,131 1,197,805 966 427,596 884 391,982

3 848 473,959 916 473,076 1,127 455,934 1,216 1,038,452 1,148 296,383 1,041 291,075

4 795 421,862 817 591,268 1,013 725,441 1,169 507,443 962 254,508 956 263,629

5 731 683,898 1,016 344,387 994 481,073 1,057 511,590 879 304,481 964 235,662

6 744 383,207 985 336,427 1,065 471,920 1,294 474,472 1,085 283,723 1,025 192,826

7 746 354,840 915 306,297 1,131 640,232 1,204 340,516 918 249,357 965 202,885

8 774 360,930 985 835,122 1,018 814,858 1,042 275,344 964 169,233 969 797,581

9 667 339,920 785 465,928 1,122 5,319,794 946 358,029 943 1,370,598 847 192,934

10 889 566,029 1,083 441,669 1,231 979,015 1,070 251,394 960 501,957 906 132,917

11 754 382,348 906 457,604 1,010 541,165 1,000 690,855 935 273,923 971 190,538

12 896 463,009 891 412,554 1,147 596,774 1,021 299,849 949 216,855 865 322,020

合計 9,351 5,271,797 10,959 5,491,728 12,681 11,911,302 13,306 6,810,147 11,658 6,936,604 11,369 3,463,733

月

別 件数
負債総額
（百万円）

件数
負債総額
（百万円）

件数
負債総額
（百万円）

件数
負債総額
（百万円）

件数
負債総額
（百万円）

1 951 398,379 854 229,476 809 301,696 708 160,100 678 133,047

2 976 628,980 858 166,250 765 116,543 627 165,283 656 155,168

3 1,040 358,167 836 144,623 744 111,960 847 224,047 739 156,793

4 884 181,062 906 677,973 858 142,956 730 191,891 642 114,368

5 1,013 254,089 950 154,440 733 179,083 709 119,191

6 896 177,620 906 390,365 847 211,642 779 114,694

7 943 715,212 952 179,617 844 115,238 765 124,157

8 851 202,077 789 163,570 683 137,674 625 96,485

9 852 177,605 817 189,508 785 127,879 609 202,169

10 961 231,674 918 152,409 794 133,860 735 94,328

11 938 249,504 820 133,517 671 110,023 689 132,870

12 824 199,925 726 175,795 647 179,246 694 385,593

合計 11,129 3,774,294 10,332 2,757,543 9,180 1,867,800 8,517 2,010,808 2,715 559,376

2004年（平成16年）

2013年（平成25年）2012年（平成24年）

2010年（平成22年）

2000年（平成12年）

2006年（平成18年） 2007年（平成19年）

2014年（平成26年）

2003年（平成15年）

2008年（平成20年）

2002年（平成14年） 2005年（平成17年）

2011年（平成23年）

2015年（平成27年） 2016年（平成28年）

2009年（平成21年）

2001年（平成13年）
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倒産集計について 

 

倒産集計の数値は、すべて法的整理のものです。具体的には、任意整理（銀行取引停止、内整理

など）を除外し、会社更生法、民事再生法、破産法、特別清算による法的整理を対象としています。 

旧集計は、任意整理を含む数値（下図参照）を集計対象としていました。現集計では、過去に集

計した任意整理が法的整理に移行した場合も集計の対象としています。   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

現集計 旧集計 

……… 

 

任意整理 

当月 

 

法的整理 

法的整理 

（移行分） 

 

任意整理 
 

任意整理 
法的整理 

（移行分） 

2000 年 1 月

 

法的整理 

 

任意整理 

過去 

 

法的整理 

1999 年 12 月

 

法的整理 

集
計
対
象 

集
計
対
象 

集
計
対
象 

……… 

集
計
対
象 

任意整理から法的整理への移行が判明した場合、

当該判明した月に集計しています。 
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